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平成１８年３月期　個別財務諸表の概要                           平成 １８年 ５月 １５日

会　社　名　　　　　テクノクオーツ株式会社　　　 上場取引所　JASDAQ

コード番号　　 ５ ２ １ ７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  本社所在都道府県　東京都

（URL:http://www.techno-q.com）

代 表 者 役 職 名      代表取締役社長 氏  名 大　室　　  赳

問 合 せ 先 責任者役職名      専務取締役 総務部長 氏  名 千  葉  喜  夫 ＴＥＬ  ０３（５３５４）８１７１

決算取締役会開催日　平成１８年５月１５日                   中間配当制度の有無　　 有

配当支払開始予定日  平成１８年６月２２日                   単元株制度採用の有無   有（1 単元 1,000株）

定時株主総会開催日　平成１８年６月２１日

１.１８年３月期の業績 (平成１７年４月１日～平成１８年３月３１日)

(１) 経 営 成 績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨)
売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円 % 百万円 % 百万円 %
１８年３月期 3,842 （4.1） 42 　   （51.5） 28 （△24.8）
１７年３月期 3,690 (△4.1） 28 (△61.9） 38 （60.2）

当　期　純　利　益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

   百万円 % 円 銭 円 銭 % % %
１８年３月期 15 (－） 1 98 － － 0.2 0.3 0.8
１７年３月期 △18 (－） △2 41 － － △0.3 0.4 1.0

(注) 1.期中平均株式数 　　　　　 1８年 3 月期     　7,799,000 株        1７年 3 月期    7,799,170 株

2.会計処理の方法の変更　無

3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前期増減率

(２) 配 当 状 況
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 株主資本

中　　間 期　　末 （年 間）
配当性向

配 当 率
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 % %

１８年３月期 10 00 0 0 10 00 77 505.1 1.3
１７年３月期 15 00 0 0 15 00 116 － 1.9

(注) 18年 3月期期末配当金の内訳　　　普通配当　10 円 00銭

 17年 3月期期末配当金の内訳　　　普通配当　15円 00銭

(３) 財 政 状 態
総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 % 円 銭

１８年３月期 9,529 6,198 65.1 794 83
１７年３月期 9,686 6,273 64.8 804 39

(注)1.期末発行済株式数   18年3月期　7,799,000 株　  17年3月期　  7,799,000株
  2.期末自己株式数     18年3月期　    1,000 株　　17年3月期　      1,000株

２.１９年３月期の業績予想（平成１８年４月１日～平成１９年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

中　　間 期　　末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 2,175 60 32 0 0 － － 0 0
通　期 4,800 231 107 － － 12 0 12 0

 (参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）13円82銭

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要

因によって予想数値と異なる場合があります。

    なお、上記業績予想に関する事項については、資料の８ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。
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６．個別財務諸表等

（１）比較貸借対照表

 (千円未満切捨表示)
前事業年度

(平成17年3月31日現在)
当事業年度

(平成18年3月31日現在)
金      額 構成比 金      額 構成比

増減金額

(資産の部) 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動資産

　1.現金及び預金 1,077,215 769,561 △307,653

　2.受取手形 ※7 125,475 134,329 8,853

　3.売掛金 ※7 922,156 1,280,591 358,434

　4.製品 149,322 423,282 273,960

　5.原材料 741,834 670,234 △71,600

　6.仕掛品 436,360 607,925 171,564

　7.貯蔵品 36,671 38,830 2,159

　8.前払費用 ※7 13,079 13,632 552

  9.未収還付法人税等 39,054 ― △39,054

10.未収還付消費税等 35,225 ― △35,225

11.未収入金 ※7 380,252 83,277 △296,975

 12.繰延税金資産 69,625 73,712 4,086

13.その他 ※7 19,984 8,413 △11,571

　　貸倒引当金 △1,300 △1,400 △100

　　　流動資産合計 4,044,960 41.8 4,102,390 43.1 57,430

Ⅱ固定資産

　1.有形固定資産 ※1

(1)建物 ※2 1,480,787 1,395,892 △84,894

(2)構築物 ※2 58,162 45,793 △12,369

(3)機械及び装置 654,505 540,467 △114,038

(4)車両運搬具 616 1,051 435

(5)工具器具備品 50,354 39,925 △10,429

(6)土地 ※2,3 1,068,870 1,068,870 ―

(7)建設仮勘定 3,176 571 △2,604

　　有形固定資産合計 3,316,474 34.2 3,092,572 32.5 △223,901

　2.無形固定資産

(1)ソフトウェア 28,990 13,885 △15,104

(2)電話加入権 3,595 3,595 ―

 (3)その他 972 876 △95

無形固定資産合計 33,557 0.3 18,357 0.1 △15,200

　3.投資その他の資産

(1)投資有価証券 161,064 208,201 47,136

(2)関係会社出資金 1,327,202 1,355,507 28,304

(3)長期貸付金 81,700 82,528 828

(4)従業員長期貸付金 450 230 △220

(5)関係会社長期貸付金 548,325 552,861 4,536

(6)破産･更生債権等 6,592 4,455 △2,136

(7)繰延税金資産 117,423 74,611 △42,812

(8)その他 ※4 140,194 127,575 △12,619

貸倒引当金 △91,200 △89,900 1,300

投資その他の資産合計 2,291,752 23.7 2,316,071 24.3 24,318

固定資産合計  5,641,784 58.2 5,427,001 56.9 △214,783

資産合計 9,686,744 100.0 9,529,391 100.0 △157,353
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(千円未満切捨表示)
前事業年度

(平成17年3月31日現在)
当事業年度

(平成18年3月31日現在)
金      額 構成比 金      額 構成比

増減金額

(負債の部) 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動負債

 1.支払手形 131,089 212,360 81,271

 2.買掛金 ※7 99,350 251,431 152,080

 3.短期借入金 ※2 125,420 265,520 140,100

 4.一年内返済予定長期借入金 ※2 511,240 406,208 △105,032

 5.未払金 38,719 2,174 △36,544

 6.未払費用 288,179 87,030 △201,149

  7.未払法人税等 ― 11,188 11,188

  8.未払消費税等 ― 1,783 1,783

  9.預り金 4,322 4,808 485

 10.賞与引当金 97,447 103,186 5,739

 11.その他 1,976 5,983 4,006

　　　流動負債合計 1,297,745 13.4 1,351,673 14.2 53,928

Ⅱ固定負債

1.長期借入金 ※2,9 1,977,672 1,924,264 △53,408

2.退職給付引当金 56,226 7,057 △49,168

3.役員退職金引当金 32,646 40,320 7,674

4.その他 48,968 7,184 △41,784

　　　固定負債合計 2,115,513 21.8 1,978,826 20.8 △136,687

　　　負債合計 3,413,258 35.2 3,330,499 34.9 △82,758

(資本の部)

Ⅰ資本金 ※5 829,350 8.5 829,350 8.7 ―

Ⅱ資本剰余金

1.資本準備金 1,015,260 1,015,260 ―

資本剰余金合計 1,015,260 10.5 1,015,260 10.7 ―

Ⅲ利益剰余金

1.利益準備金 161,637 161,637 ―

2.任意積立金

(1)特別償却準備金 44,076 25,147 △18,928

(2)別途積立金 4,200,000 4,050,000 △150,000

(3)圧縮記帳積立金 7,318 5,664 △1,653

3.当期未処分利益 1,309 70,364 69,055

利益剰余金合計 4,414,341 45.6 4,312,814 45.3 △101,527

Ⅳその他有価証券評価差額金 15,953 0.2 42,885 0.4 26,932

Ⅴ自己株式 ※6 △1,419 △0.0 △1,419 △0.0 ―

　　　資本合計 6,273,485 64.8 6,198,891 65.1 △74,594

　　　負債・資本合計 9,686,744 100.0 9,529,391 100.0 △157,353
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（２）比較損益計算書

 (千円未満切捨表示)

前事業年度
   （平成16年4月１日から

  平成17年3月31日まで）

当事業年度
   （平成17年4月１日から

 平成18年3月31日まで）

金      額 百分比 金      額 百分比

増減金額

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ売上高 3,690,974 100.0 3,842,161 100.0 151,187

Ⅱ売上原価 2,767,070 75.0 2,986,901 77.7 219,831

1.期首製品たな卸高 135,662 149,322 13,659

2.当期製品仕入高 111,875 584,675 472,799

3.当期製品製造原価 ※2 2,676,639 2,678,784 2,145

合      計 2,924,177 3,412,782 488,604

4.他勘定振替高 ※1 7,785 2,597 △5,187

5.期末製品たな卸高 149,322 423,282 273,960

売上総利益 923,903 25.0 855,259 22.3 △68,644

Ⅲ販売費及び一般管理費 895,526 24.2 812,262 21.1 △83,263

1.販売手数料 759 884 124

2.販売促進費 54,763 47,006 △7,757

3.運賃荷造費 55,787 47,704 △8,082

4.広告宣伝費 5,528 9,387 3,859

5.貸倒引当金繰入額 2,264 684 △1,580

6.役員報酬 88,145 72,037 △16,107

7.給料手当 235,497 248,198 12,700

8.賞与 32,541 14,185 △18,356

9.賞与引当金繰入額 25,244 28,403 3,159

 10.退職給付費用 11,935 ― △11,935

11.役員退職金引当金繰入額 10,402 7,674 △2,728

12.法定福利費 45,740 43,524 △2,216

13.福利厚生費 13,680 9,434 △4,246

 14.旅費交通費 52,787 47,343 △5,443

 15.支払手数料 48,868 46,474 △2,393

 16.家賃 52,862 51,935 △927

 17.減価償却費 54,062 44,464 △9,598

 18.その他 104,656 92,921 △11,735

       営業利益 28,377 0.8 42,997 1.2 14,619

Ⅳ営業外収益 42,014 1.1 45,103 1.2 3,089

1.受取利息 4,753 12,927 8,173

2.受取配当金 1,560 2,389 828

3.為替差益 23,428 ― △23,428

4.為替予約評価益 ― 20,996 20,996

5.その他 12,270 8,789 △3,481

Ⅴ営業外費用 31,886 0.9 59,143 1.6 27,256

1.支払利息 21,385 25,690 4,305

2.為替差損 ― 24,680 24,680

3.たな卸資産評価損 3,804 ― △3,804

4.たな卸資産廃棄損 2,613 ― △2,613

5.減価償却費 1,606 ― △1,606

6.その他 2,476 8,772 6,296

経常利益 38,505 1.0 28,956 0.8 △9,548
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(千円未満切捨表示)

前事業年度
   （平成16年4月１日から

  平成17年3月31日まで）

当事業年度
   （平成17年4月１日から

 平成18年3月31日まで）

金      額 百分比 金      額 百分比

増減金額

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅵ特別利益 10,533 0.3 14,573 0.4 4,039

1.投資有価証券売却益 ― 9,538 9,538

2.固定資産売却益 ※3 ― 2,161 2,161

3.役員退職金引当金戻入益 10,533 ― △10,533

4.退職給付引当金戻入益 ― 2,873 2,873

Ⅶ特別損失 54,772 1.5 2,903 0.1 △51,869

　 1.固定資産売却損 ※4 992 110 △881

　 2.固定資産除却損 ※5 2,888 2,792 △96

  3.会員権評価損 2,183 ― △2,183

  4.役員退職金 1,210 ― △1,210

  5.訴訟費用 26,500 ― △26,500

  6.為替予約評価損 20,996 ― △20,996
税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△） △5,733 △0.2 40,626 1.1 46,359

法人税住民税及び事業税 8,600 0.2 4,700 0.1 △3,900

法人税等調整額 4,437 0.1 20,468 0.6 16,031

当期純利益又は当期純損失（△） △18,771 △0.5 15,457 0.4 34,228

前期繰越利益 20,080 54,907 34,826

当期未処分利益 1,309 70,364 69,055
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（３）比較利益処分計算書（案）

 (千円未満切捨表示)

前 事 業 年 度 当 事 業 年 度

金          額 金          額

千円 千円 千円 千円

Ⅰ当期未処分利益 1,309 70,364

Ⅱ任意積立金取崩額

1.特別償却準備金取崩額 18,928 12,343

2.圧縮記帳積立金取崩額 1,653 1,280

3.別途積立金取崩額 150,000 170,582 50,000 63,623

合 計 171,892 133,988

Ⅲ利益処分額

  配当金 116,985 77,990

Ⅳ次期繰越利益 54,907 55,998

(注) 1.配当金は、自己株式を除いて計算しております。

2.特別償却準備金及び圧縮記帳積立金の取崩は法人税及び租税特別措置法の規定に基づくものであります。

１株当たり配当金の内訳

前事業年度 当事業年度

年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

円 銭 円  銭 円 銭 円 銭 円  銭 円 銭

普通株式 15 00 15 00 10 00 10 00

（内訳）

普通配当 15 00 15 00 10 00 10 00

記念配当

特別配当
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重要な会計方針

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

１.有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式

　　　移動平均法による原価法

１.有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式

同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は、総平均法により算定)

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２.デリバティブ取引により生ずる正味の債権及び債務の評価

基準及び評価方法

      時価法

２.デリバティブ取引により生ずる正味の債権及び債務の評価

基準及び評価方法

         同左

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品

個別法に基づく原価法

なお、仕掛原材料については移動平均法に基づく

原価法によっております。

原材料及び貯蔵品

移動平均法に基づく原価法

３.たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品

同左

原材料及び貯蔵品

同左

４.固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

４.固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物      8～45年 建 物      8～45年

構 築 物      7～34年 構 築 物      7～34年

機械及び装置 2～17年 機械及び装置 2～17年

車両運搬具      2～ 6年 車両運搬具      2～ 6年

工具器具備品 2～20年 工具器具備品 2～20年

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

　　　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

　(2) 無形固定資産

同左

５.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　　なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金

銭債権債務については、当該為替予約の円貨額に換算して

おります。

５.外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。
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前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

６.引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備えるため一般債権については、貸

倒実績率法によっており、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

６.引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額の

うち当期の費用負担額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(4) 役員退職金引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金規

程に基づく期末要支給額を計上しております。

　(4) 役員退職金引当金

同左

７.リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

７.リース取引の処理方法

同左

８.ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務

については、振当処理を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実施しており、ヘッジ対

象は外貨建予定取引等であります。

８.ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっておりま

す。

ヘッジ手段として為替予約を実施しており、ヘッジ対

象は外貨建予定取引等であります。

９.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

９.その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左

会計処理の変更

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

 （固定資産の減損に係る会計基準）

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審議会 平成14年

8月9日））及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日  企業会計基準適

用指針第６号）を当事業年度から適用しております。

  なお、これによる損益に与える影響はありません。
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表示方法の変更

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

（貸借対照表）

未収入金は資産の総額の1/100を超えたため、区分掲記す

ることとしました。なお、前期は流動資産のその他に61,240

千円含まれております。

（損益計算書）

　　たな卸資産評価損（当事業年度末残高1,827千円）及びた

な卸資産廃棄損（当事業年度末残高1,926千円）は金額が僅

少であるため、営業外費用のその他に含めて表示する方法

に変更しました。

追加情報

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

「地方税法等の一部を改正する法律」 (平成15年法律第

９号)が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月１日

以後に開始する事業年度より外形標準課税制度が導入され

たことに伴い、当事業年度から「法人事業税における外形

標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上の取

扱い」 (平成16年2月13日 企業会計基準委員会 実務対応報

告第12号)に従い法人事業税の付加価値割及び資本割につい

ては、販売費及び一般管理費に計上しております。

この結果、販売費及び一般管理費が8,247千円増加し、営

業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、同額減少して

おります。
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   注記事項

  (貸借対照表関係)

前事業年度

（平成17年3月31日現在）

当事業年度

（平成18年3月31日現在）

※1.有形固定資産の減価償却累計額     2,687,136千円 ※1.有形固定資産の減価償却累計額     2,912,357千円

※2.資産につき設定している担保権の明細

担保資産

※2.資産につき設定している担保権の明細

担保資産

  建            物 1,417,673千円    建           物 1,339,257千円

  構     築     物 56,246千円    構     築    物 44,224千円

  土            地 990,078千円    土           地 990,078千円

計 2,463,997千円 計 2,373,560千円

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務

   短  期  借  入  金      28,000千円    短  期  借  入  金 118,000千円

    １ 年 内 返 済 予 定
   長 期 借 入 金       236,092千円

    １ 年 内 返 済 予 定
   長 期 借 入 金 155,292千円

   長  期  借  入  金 230,756千円    長  期  借  入  金 175,464千円

計 494,848千円 計 448,756千円

※3.過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮記

帳額は300,000千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮

記帳額を控除しております。

※3.過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮記

帳額は300,000千円であり、貸借対照表計上額はこの圧縮

記帳額を控除しております。

※4. ※4.繰延ヘッジ損益

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘッ

ジ損失として計上しております。なお、相殺前の繰延ヘッ

ジ損失及び繰延ヘッジ利益の総額は次のとおりでありま

す。

（投資その他の資産「その他」）

繰延ヘッジ損失 7,356千円

繰延ヘッジ利益 172千円

 差引 7,184千円

※5.会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数 ※5.会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数

会社が発行する株式の総数 普通株式 31,200,000株 会社が発行する株式の総数 普通株式 31,200,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式  7,800,000株 発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式  7,800,000株

※6.自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,000株で

あります。

※6.自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式1,000株で

あります。

※7.関係会社に対するものが次のとおり含まれております。 ※7.関係会社に対するものが次のとおり含まれております。

受  取  手  形     35,162千円 売 掛 金 14,156千円

売    掛   金    9,225千円 前 払 費 用 328千円

前 払 費 用    328千円 未 収 入 金 81,792千円

未 収 入 金    380,110千円 流 動 資 産 そ の 他 2,863千円

流 動 資 産 そ の 他    1,622千円 買 掛 金 67,007千円

買 掛 金     33,636千円

　8. （配当制限）

 商法施行規則第124条第3号に規定する金額は、

  15,953千円であります。

　8. （配当制限）

商法施行規則第124条第3号に規定する金額は、

38,604千円であります。
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前事業年度

（平成17年3月31日現在）

当事業年度

（平成18年3月31日現在）

※9. 当社は設備資金に充当するため、取引銀行６行とシン

ジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

※9. 当社は設備資金に充当するため、取引銀行６行とシン

ジケートローン契約を締結しております。

この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高は次

のとおりであります。

シンジケートローンの総額 1,500,000千円 シンジケートローンの総額 1,500,000千円

借 入 実 行 残 高 1,500,000千円 借 入 実 行 残 高 1,500,000千円

差   引 －千円 差   引 －千円
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  (損益計算書関係)

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

※1.他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 ※1.他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。

 販売促進費       4,618千円  販売促進費 74千円

 たな卸資産廃棄損       445千円  たな卸資産廃棄損 696千円

 たな卸資産評価損        2,721千円  たな卸資産評価損 1,827千円

 合　　　計        7,785千円  合　　　計 2,597千円

※2.当期製造費用に含まれる研究開発費は31,367千円であり

ます。

※2.当期製造費用に含まれる研究開発費は40,646千円であり

ます。

※3. ※3.固定資産売却益の内訳は、以下のとおりであります。

      機 械 及 び 装 置    2,161千円

 合　　　計    2,161千円

※4.固定資産売却損の内訳は、以下のとおりであります。 ※4.固定資産売却損の内訳は、以下のとおりであります。

      車  両  運  搬  具      992千円 　　機 械 及 び 装 置      110千円

 合　　　計      992千円  合　　　計      110千円

※5.固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。 ※5.固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。

     建             物 324 千円      建             物 90千円

     機 械 及 び 装 置 2,184千円      機 械 及 び 装 置 1,051千円

     工 具 器 具 備 品 226千円      工 具 器 具 備 品 1,269千円

    そ      の     他 153千円     そ      の     他 380千円

       合　　　計 2,888千円        合　　　計 2,792千円
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   (リース取引関係)

前事業年度
                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

  
有形固定資産

機械及び装置

有形固定資産

工具器具備品
計

有形固定資産

機械及び装置

有形固定資産

工具器具備品
計

取得価額
相当額

6,042千円 13,358千円 19,400千円
取得価額
相当額

6,042千円 19,844千円 25,886千円

減価償却

累計額
相当額

1,107千円 4,973千円 6,081千円
減価償却

累計額
相当額

2,316千円 8,834千円 11,150千円

期末残高

相当額
4,934千円 8,384千円 13,318千円

期末残高

相当額
3,725千円 11,009千円 14,735千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 3,880千円 １ 年 内 5,177千円

１ 年 超 9,438千円 １ 年 超 9,558千円

計 13,318千円 合 計 14,735千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利子込み法」によっておりま

す。

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利子込み法」によっておりま

す。

3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 3,441千円 支 払 リ ー ス 料 5,069千円

減価償却費相当額 3,441千円 減価償却費相当額 5,069千円

4.減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

4.減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

 (有価証券関係)

 前事業年度（平成17年3月31日現在）

   子会社株式で時価のあるものは、ありません。

 当事業年度（平成18年3月31日現在）

   子会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)

前事業年度
（平成17年3月31日現在）

当事業年度
（平成18年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

(繰延税金資産)

①流動資産

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

(繰延税金資産)

①流動資産

賞与引当金損金算入限度超過額 39,368千円 賞与引当金損金算入限度超過額 41,687千円

たな卸資産評価損否認額 20,467千円 たな卸資産評価損否認額 20,422千円

その他 11,716千円 その他 11,603千円

繰延税金負債(流動)との相殺 △1,927千円 繰延税金負債(流動)との相殺 ― 千円

                     計    69,625千円                      計 73,712千円

②固定資産 ②固定資産

貸倒引当金損金算入限度超過額 35,849千円 貸倒引当金損金算入限度超過額 35,447千円

投資有価証券評価損否認額 33,594千円 投資有価証券評価損否認額 33,594千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 22,715千円 会員権評価損否認額 12,682千円

会員権評価損否認額 14,742千円 役員退職金引当金損金算入否認額 16,289千円

役員退職金引当金損金算入否認額 13,189千円 その他 17,317千円

繰越欠損金 19,996千円 繰延税金負債(固定)との相殺 △40,720千円

その他 9,055千円 計 74,611千円

繰延税金負債(固定)との相殺 △31,721千円 繰延税金資産合計 148,323千円

計 117,423千円

繰延税金資産合計 187,048千円

(繰延税金負債) (繰延税金負債)

①流動負債 ①流動負債

未収還付事業税 △1,927千円

繰延税金資産(流動)との相殺 1,927千円

                  　計 ― 千円

②固定負債 ②固定負債

特別償却準備金損金算入額 △17,046千円 有価証券評価差額金（差益） △29,070千円

有価証券評価差額金（差益） △10,835千円 その他 △11,650千円

その他 △3,839千円 繰延税金資産(固定)との相殺 40,720千円

繰延税金資産(固定)との相殺 31,721千円                   計 ― 千円

                  計 ― 千円 繰延税金負債合計 ― 千円

繰延税金負債合計 ― 千円 繰延税金資産の純額 148,323千円

繰延税金資産の純額 187,048千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

    当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため記

載を省略しております。

    法定実効税率

　　(調整)

40.4％

交際費等永久に損金に算入されない項目 13.3％

住民税均等割等 10.1％

その他 △1.8％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 62.0％
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       (１株当たり情報)
前事業年度

                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

1株当たり純資産額

1株当たり当期純損失

804円39銭

               2円41銭

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

　　　　　　　794円83銭

　　　　　　　　1円98銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

1株当たり当期純損失の算定上の基礎 1株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 18,771千円 損益計算書上の当期純利益 15,457千円

普通株式に係る当期純損失 18,771千円 普通株式に係る当期純利益 15,457千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 7,799,170株 普通株式の期中平均株式数 7,799,000株

       (重要な後発事象)
前事業年度

                 （平成16年4月１日から
                   平成17年3月31日まで）

当事業年度
                 （平成17年4月１日から
                   平成18年3月31日まで）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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７．品目別売上高明細表

 (千円未満切捨表示)

前事業年度
     （平成16年4月１日から
      平成17年3月31日まで）

当事業年度
    （平成17年4月１日から

平成18年3月31日まで）品 目

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％

半導体製造装置用製品 3,540,620 95.9 3,656,129 95.1

             (829,765)   (22.5) (779,419) (20.3)

理化学機器用製品 98,321 2.7 110,075 2.9

電化製品その他 52,031 1.4 75,956 2.0

               (2,164)    (0.0) (3,223) (0.1)

製
品

小 計 3,690,974 100.0 3,842,161 100.0

半導体製造装置用製品 ― ― ― ―
加
工
品

小 計 ― ― ― ―

合 計 3,690,974 100.0 3,842,161 100.0

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。

８．主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

                                                                                               (千円未満切捨表示)

前事業年度
         （平成16年4月１日から
          平成17年3月31日まで）

当事業年度
         （平成17年4月１日から

平成18年3月31日まで）

受注高 受注残高 受注高 受注残高
品 目

金額 金額 構成比 金額 金額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％
半導体製造装置用製品 3,243,541 485,954 97.2 3,897,159 726,984 97.7

       (660,304)          (89,787)  (18.0) (836,507) (146,875) (19.7)

理化学機器用製品 95,795 6,548 1.3 109,887 6,360 0.8

電化製品その他 50,388 7,582 1.5 79,331 10,956 1.5

         (2,164)             (―)    (―) (3,223) (―) (―)

製
   
品

小計 3,389,725 500,085 100.0 4,086,377 744,300 100.0

半導体製造装置用製品 ― ― ― ― ― ―
加
工
品 小計 ― ― ― ― ― ―

合計 3,389,725 500,085 100.0 4,086,377 744,300 100.0

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。
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９．役員の異動

       該当事項はありません。
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